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 連結株主資本等変動計算書

（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成29年4月1日残高 1,710,000 329,347 1,655,253 △ 81,196 3,613,404

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 － － △ 33,563 － △ 33,563

　親会社株主に帰属する当期純利益 － － 92,298 － 92,298

　自己株式の取得 － － － △ 32 △ 32

　 株主資本以外の項目

　 の連結会計年度中の

　 変動額（純額）
－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － － 58,734 △ 32 58,701

平成30年3月31日残高 1,710,000 329,347 1,713,988 △ 81,229 3,672,106

その他の包括利益累計額

その他有価証券

評価差額金

その他の包括利

益累計額合計

平成29年4月1日残高 537,919 537,919 346,247 4,497,571

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 － － － △ 33,563

　親会社株主に帰属する当期純利益 － － － 92,298

　自己株式の取得 － － － △ 32

　 株主資本以外の項目

　 の連結会計年度中の

　 変動額（純額）

82,963 82,963 20,074 103,038

連結会計年度中の変動額合計 82,963 82,963 20,074 161,740

平成30年3月31日残高 620,883 620,883 366,322 4,659,312

(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

非支配

株主持分
純資産合計
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株主資本等変動計算書

（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

（単位：千円）

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金

退職手当

積立金

繰越利益

剰 余 金

平成29年3月31日残高 1,710,000 329,299 47 329,347 318,452 48,580 931,136 1,298,168

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 － － － － － － △ 34,154 △ 34,154

　当期純利益 － － － － － － 70,694 70,694

　自己株式の取得 － － － － － － － －

　 株主資本以外の項目

　 の事業年度中の変動

 　額（純額）
－ － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － － － － － 36,539 36,539

平成30年3月31日残高 1,710,000 329,299 47 329,347 318,452 48,580 967,675 1,334,707

株主資本 評価・換算差額等

自己株式
株主資本

合　　計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成29年3月31日残高 △ 7,567 3,329,948 514,113 514,113 3,844,062

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 － △ 34,154 － － △ 34,154

　当期純利益 － 70,694 － － 70,694

　自己株式の取得 △ 32 △ 32 － － △ 32

　 株主資本以外の項目

　 の事業年度中の変動

 　額（純額）
－ － 86,482 86,482 86,482

事業年度中の変動額合計 △ 32 36,506 86,482 86,482 122,988

平成30年3月31日残高 △ 7,599 3,366,454 600,596 600,596 3,967,051

(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

利益剰余金

合　　　計

純資産

合　計

資本金
資本準備金

そ　の　他

資本剰余金

資本剰余金

合　　　計
利益準備金
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【連結注記表】 

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

(1) 連結の範囲に関する事項 

① 連結子会社の状況 

イ．連結子会社の数  2社 

ロ．連結子会社の名称  中鋼運輸株式会社、高圧プラント検査株式会社 

② 非連結子会社の状況 

イ．非連結子会社の数   4社 

ロ．主要な非連結子会社の名称  第一興産有限会社 

ハ．連結の範囲から除いた理由  

いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであ

ります。 

 

 (2) 持分法の適用に関する事項 

① 持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の状況 

イ．持分法を適用した非連結子会社 該当事項はありません。 

ロ．持分法を適用した関連会社  該当事項はありません。 

② 持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社の状況 

イ．持分法を適用していない非連結子会社 第一興産有限会社等の 4社 

ロ．持分法を適用していない関連会社 該当事項はありません。 

ハ．持分法を適用していない理由  

いずれも小規模であり、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないためであります。 

 

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の中鋼運輸株式会社及び高圧プラント検査株式会社の決算日は連結決算日と同じ 3 月 31日

であります。 

 

(4) 会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ．その他有価証券 

時価のあるものは決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないものは移動平均法による原価法 

ロ．たな卸資産 

・製品・仕掛品は、移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定）。ただし、受注生産品目は個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの方法により算定） 

・原材料・貯蔵品は、先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下

げの方法により算定） 



 4 

② 重要な減価償却資産の減価償却方法 

イ．有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法を採用しております。 

ただし、平成 10年 4 月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、並びに平成 28 年 4

月 1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。なお、

主な耐用年数は建物が 15～35年、機械及び装置が 9～12年、車両運搬具が 6年であります。 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアは、社内における利用可能期間

（5 年）に基づく定額法を採用しております。 

ハ．リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自己所有の固定資産に適用する減

価償却方法と同一の方法を採用しております。 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、リース取引開始日がリース会計基準適用開始前の所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

 

③ 重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

ロ．賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

ハ．役員賞与引当金 

連結子会社は役員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

ニ．役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、制度廃止前の内規に基づく要支給額を計上してお

ります。 

  （追加情報） 

当社及び連結子会社の中鋼運輸株式会社は、役員退職慰労金制度を廃止しており、制度廃止前

の在任期間に対する慰労金を、各取締役及び監査役のそれぞれの退任の際に支給することが決議さ

れたため、制度廃止日以降、役員退職慰労引当金の繰入を行っておりません。 
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④ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

イ.消費税等の会計処理     税抜方式によっております。 

ロ．退職給付に係る会計処理の方法 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。なお、連結子会社の中鋼運輸㈱は、退職給付に係る負債及び退職

給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡

便法を適用しております。 

 a.退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方 

法については、給付算定式基準によっております。 

 ｂ.数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、発生した連結会計年度で一括費用処理しております。 

 

３．連結貸借対照表に関する注記 

(1) 担保提供資産及び担保に係る債務 

（担保に供している資産） （担保に係る債務） 

投資有価証券 648,177 千円 短期借入金 875,920 千円  

建物及び構築物 182,482  〃 長期借入金 610,073  〃 

土地 1,134,927 〃    

計 1,965,586 〃  1,485,993 〃 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額  6,295,792 千円 
  

(3) 偶発債務            

受取手形割引高               33,956千円 

受取手形裏書高        57,131 千円 

 

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

 

  （単位：株） 

株式の種類 当連結会計年度 
期首株式数 

当連結会計年度 
増加株式数 

当連結会計年度 
減少株式数 

当連結会計年度末 
株式数 

摘要 

発行済株式 
普通株式 3,420,000 － ― 3,420,000  

自己株式 
普通株式 32,704 46 ― 32,750 （注） 

（注）自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 
 

(2) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成 29年 5月 24日

取締役会 
普通株式 33,563千円 10円 平成 29年 3月 31日 平成 29年 6月 12日 

 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
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決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 1株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成 30年 5月 28日

取締役会 
普通株式 33,563千円 利益剰余金 10円 平成 30年 3月 31日 平成 30年 6月 12日 

 

(3) 新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 
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５．金融商品に関する注記  

(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に銀行

借入による方針であります。 

 

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクを伴います。当該リスクに

関しては、当社グループは与信管理に関する規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うと

ともに、主な取引先の信用状況を把握する体制としております。投資有価証券は、市場価格の変動リス

クがありますが、主に業務上の関係を有する企業の株式等であり、定期的に把握された時価は取締役会

に報告しております。 

 営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが 4カ月以内の支払期日であり

ます。 

 短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は、主に設備投資に係る資金調達で

あります。 

 

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

 平成 30年 3月 31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりませ

ん（（注）2参照）。 

  （単位：千円） 

 連結貸借対照表 
計上額（*） 時価（*） 差額 

(1)現金及び預金 717,013 717,013 ― 

(2)受取手形及び売掛金 3,172,629 3,172,629 ― 

(3)電子記録債権 309,130 309,130 ― 

(4)投資有価証券    

  その他有価証券 1,587,710 1,587,710 ― 

(5)支払手形及び買掛金 （1,123,212） （1,123,212） ― 

(6)電子記録債務 （826,005） （826,005） ― 

(7)短期借入金 （865,000） （865,000） ― 

(8)長期借入金 （1,271,223） （1,274,532） 3,309 

   （*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
 

  （注）1.金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 
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     (1)現金及び預金、 (2)受取手形及び売掛金、並びに(3)電子記録債権 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

 

     (4)投資有価証券 

 これらの時価について、取引所の価格によっております。 

 

(5) 支払手形及び買掛金、(6)電子記録債務、並びに(7) 短期借入金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

           

(8)長期借入金（1年以内返済予定の長期借入金を含む。） 

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

（注）2.非上場株式（連結貸借対照表計上額 23,657 千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・

フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4)投資

有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

 

６．1 株当たり情報に関する注記 

 ① １株当たり純資産額      1,267円 40銭 

 ② １株当たり当期純利益          27円 25銭 

 

７．重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 
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【個別注記表】 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式は移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

イ．時価のあるものは決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

ロ．時価のないものは移動平均法による原価法 

 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

① 製品・仕掛品は、移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）。ただし、受注生産品目は個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

② 原材料・貯蔵品は、先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定） 

 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

 ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く））、並びに平成 28 年 4 月 1 日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数

は建物が 15～35年、機械及び装置が 9～12年、車両運搬具が 6年であります。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアは、社内における利用可能期間（5 年）に

基づく定額法を採用しております。 

 ③ リース資産 

  イ．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自己所有の固定資産に適用する減価償却

方法と同一の方法を採用しております。 

ロ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。 
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(4) 引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 ② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。 

イ. 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。 

ロ. 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、発生した事業年度で一括費用処理しております。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、制度廃止前の内規に基づく要支給額を計上しており

ます。 

   （追加情報） 

平成 17年 7月 28日開催の取締役会において、平成 17年 9月 30日をもって役員退職慰労金制度を

廃止する旨を決議しました。また平成 18年 6月開催の定時株主総会において、平成 17年 9月までの

在任期間に対する退職慰労金を各取締役及び監査役のそれぞれの退任の際に支給することが決議され

たことにより、平成 17年 10月以降の役員退職慰労引当金の繰入を行っておりません。 

 

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 



 11 

２．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保提供資産及び担保に係る債務 

（担保に供している資産） （担保に係る債務） 

投資有価証券 648,177 千円  短期借入金 353,908 千円  

建物 122,862  〃 長期借入金 453,456  〃 

構築物 20,050 〃    

土地 1,054,285 〃    

計 1,845,374 〃  807,364 〃 

 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額  5,110,850 千円  

 

(3) 偶発債務            

受取手形裏書高        57,131 千円 

 

(4) 関係会社に対する債権・債務 

   

短期金銭債権 5,135 千円 

長期金銭債権 23,931 〃 

短期金銭債務 96,289 〃 

 

３．損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高 

売上高 13,798 千円 

営業費用 1,052,306 〃 

営業取引以外の取引高 4,513 〃 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

 自己株式の数に関する事項 

   （単位：株） 

株式の種類 当事業年度期首 
株式数 

当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末 
株式数 

摘要 

普通株式 4,521 46 ― 4,567 （注） 

    （注） 自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 
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５．税効果会計に関する注記 

 （1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産)   

退職給付引当金 386,645 千円 

役員退職慰労引当金 935 〃 

貸倒引当金 10,756 〃 

賞与引当金 27,414 〃 

未払事業税 4,099 〃 

投資有価証券評価損  15,245 〃 

繰越欠損金 345,084 〃 

その他 37,144 〃 

繰延税金資産小計 827,324 〃 

評価性引当額  △766,121 〃 

繰延税金資産合計 61,203  

   

（繰延税金負債)   

その他有価証券評価差額金 263,073 千円 

その他 3,490  〃 

繰延税金負債合計 266,564 〃 

繰延税金負債の純額 205,361 〃 
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６．関連当事者との取引に関する注記 

該当事項はありません。 

 

７．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額     1,161円 51銭 

(2) １株当たり当期純利益      20円 70銭  

 

８．重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

 

 


